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研究成果の概要（和文）：　災害・危機時に大学は、「キャンパス構内にいる教職員・学生を守る，危険物の安全確認
を行い加害者にならない，教育・研究を早期に再開する」などの使命を果たすため，いち早く初動体制を確立して中断
なく業務を継続する必要があり，業務継続マネジメント(BCM)の整備が急務である．大学でのBCMの推進に資する「事業
継続マネジメント支援パッケージシステム」として，「①キャンパスの災害リスクを手軽に診断するためのマップシス
テム」機能及び「②東日本大震災での大学の対応から学ぶための災害対応データベース」機能という二つの機能を有す
るシステムの提案を行った．

研究成果の概要（英文）：A university has missions to save students and teachers in the Campus, check the 
safety of hazardous material or facilities, restart education/research quickly even if a disaster or 
crisis occurs. In order to fulfill these missions, a university should enhance its business continuity 
management(BCM) capacity. For this purpose, in this research, a package system for supporting 
establishment of BCM was proposed based on the analysis of the universities' response to the 2011 Great 
East Japan Earthquake. This is a system including mapping module for analyzing disaster risk around 
university campus and database module for learning from actual disaster response experiences during the 
2011 Great East Japan Earthquake.

研究分野： 都市防災戦略
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１．研究開始当初の背景 

災害・危機が発生した場合，大学は「キャ

ンパス構内にいる教職員・学生を守る，危険

物の安全確認を行い加害者にならない，教

育・研究を早期に再開する」という使命を有

する．また，大学によっては「避難場所や避

難所として機能する」や「付属病院の機能を

維持する」という使命も有する．災害・危機

時にこれらの使命を滞りなく遂行するため

には，いち早く大学としての初動体制を確立

して中断なく業務を継続する必要があり，業

務継続マネジメント(BCM)の整備が急務で

ある．しかし，大学は運営主体や規模，文系

理系などの個別の事情が様々であり，過去の

災害による被災事例も限られていることか

ら，BCP の作成や BCM の推進があまり進ん

でいない． 

 

２．研究の目的 

 本研究では，東日本大震災での教訓も踏ま

えて，大学キャンパス・施設の災害リスクを

手軽に診断し，大学の特性に応じた行動計画

を作成できる「事業継続マネジメント支援パ

ッケージシステム」を構築することを目的と

する．これにより，来たるべき災害に向けて

大学の事業継続マネジメント体制を迅速に

整備することに貢献する． 

   

３．研究の方法 

本研究では，まず，東日本大震災時の東北

地方及び首都圏の大学の対応をレビューす

ることにより，災害時に大学が直面する課題

を整理するとともに，これらの実際の災害時

の対応についてのデータベースの作成を行

う。次に，これらの課題を踏まえて，大学の

防災担当者が自らの大学キャンパスの災害

リスクを診断し，必要な事前対策を検討し，

災害時の行動計画を作成するための「事業継

続マネジメント支援パッケージシステム」の

提案を行った． 

 

４．研究成果 

本研究で提案する「事業継続マネジメント

支援パッケージシステム」には，主に二つの

機能がある．これらは，「①キャンパスの災

害リスクを手軽に診断するためのマップシ

ステム」，及び「②東日本大震災での大学の

対応から学ぶための災害対応データベース」

機能である． 

大学では，学内に設置された教員や総務課

等の事務担当者からなる防災に関する委員

会が防災対策の立案・実行に従事している場

合が多いが，これらの人々は必ずしも災害リ

スクや災害対策の専門家ではないため，大学

が直面している災害リスクを十分に理解し

ていない場合もある．①キャンパスの災害リ

スクを手軽に診断するためのマップシステ

ム」は，防災担当者が，メインキャンパスや

分散キャンパス等が直面している災害リス

クを手軽に把握できる環境の整備を目的と

する． 

また，前述の通り，過去の大学が災害で被

災した事例は非常に限られているため，災害

時に一体どのような業務が発生し，何が問題

となり得るかについての知見があまり共有

されていない．大学の事務職員は異動も多く，

東日本大震災時に震災対応に従事した事務

職員が既にその部署にはいない，という事例

も多い．よって，「②東日本大震災での大学

の対応から学ぶための災害対応データベー

ス」では，東日本大震災時における様々な大

学の対応や課題となったことを学ぶことが

できる環境の整備を目的とする．これにより，

自らの大学において災害時の行動計画の立

案や事前の備えを行う際に，示唆を得ること

ができる． 

以上のようなパッケージシステムは，一つ

の大学のみで運用するのは困難である．大学

連合などのいくつかの大学が集まった組織

が運用し相互に活用する，大学向けの BCM

支援の有償コンサルティングサービスとし

て提供する，などいくつかの提供方法が考え

られる． 

 以下に①・②の各機能を説明する． 

 

①災害リスク診断マップシステム 

大学にとってのリスクには，キャンパス内

施設のリスクだけでなく，構成員の住まいの

リスク，構成員の通学・通勤途中のリスクも

含まれる．近年，災害リスクや自治体の防災

対策に関する情報は様々なホームページ等

で公開されているが，大学キャンパスが立地

する場所だけでなく，構成員の住まいや通

学・通勤途中も含めて広域に渡る災害リスク

情報を集約するのは手間である．よって，広

域での災害リスクや防災関連施設情報をマ

ッシュアップすることにより，各大学の防災

担当者が手軽に災害リスクを診断できる環

境の整備を目指した。 

図 1 及び図 2 にプロトタイプシステムのマ

ップ画面を示す。ユーザーである大学の防災

担当者は，システムにログインすることで，

自らの大学のキャンパスを中心とした状態

で地図を表示できる．左側の地図切り替えメ

ニューから閲覧したい地図を選択する．災害

リスクに関する地図としては，内閣府による

首都直下地震想定地震動および揺れやすさ 

 

図１ 災害リスク診断マップ画面での東京 

都地域危険度評価結果の表示 



 

図 2 災害リスク診断マップ画面での浸水 

想定区域の表示 

 

マップ（1km メッシュ単位），東京都地域危

険度評価（町丁目単位），国土数値情報ダウ

ンロードサービスによる浸水想定区域（ポリ

ゴン単位）・平均標高(250m メッシュ)を搭載

した．震源別に地震動を閲覧することにより，

自らのキャンパスに最も影響を与える地震

を把握することができる．図 1 に、本郷キャ

ンパス周辺の地域危険度を、図 2 に神田川周

辺の浸水想定区域を表示した画面を示す． 

周辺施設に関しては，国公立大学および私

立大学キャンパスに加えて，自治体指定の避

難場所・避難所，応急給水施設，帰宅困難者

向けの一時滞在施設，災害拠点病院・救急病

院を掲載した．画面上には，大学キャンパス

を中心とした円を表示させ，距離に応じた周

辺状況の確認ができるようにした．図 1には，

東京大学本郷および弥生キャンパスを中心

とした半径 1km の円が二つ描画されている．

また，左側のメニューからは，大学キャンパ

スから 100m・500m・1km などの距離に応

じて，範囲内に存在する施設を検索表示する

ことができる．これにより，構成員の通学・

通勤途中にある避難所・避難場所・一時滞在

施設等の立地状況を確認することができる．

以上の機能により，大学の防災担当者が，手

軽にキャンパス内施設のリスク，構成員の住

まいのリスク，構成員の通学・通勤途中のリ

スクを把握することが可能になると考える。

また，これらの地図を印刷して，構成員等に

配布することも可能である． 

 

②災害対応データベースシステム 

「東日本大震災での大学の対応から学ぶ

ための災害対応データベース」の機能として

は、2011 年 3 月 11 日の東日本大震災で被災

した大学による震災対応記録の公表資料に

基づき、各大学で実際に行われた対応を、対

応の時期や場所、業務内容などに応じて分

類・表示できるシステムを提案する。各大学

で行われた震災対応や対応時の課題を、業務

の種類や時系列に基づいて整理し表示する

ことで、災害対策に関わる大学の教職員が発

災後からの対応の流れを具体的にイメージ

できる環境を整備することを目指す． 

震災対応記録集の冊子を公表している岩

手大学・東北大学・石巻専修大学・東北学院

大学・東北文化学園大学・福島医科大学など

の東北地方の被災地の大学や，WEB 上で震災

当時のプレスリリースなどをまだ公開した

ままである東京大学，立教大学などの首都圏

の被災地の大学について，震災当時の対応を

整理した結果，被災地の大学での 752 の災害

対応項目と首都圏の大学での 483 の災害対応

項目を得ることができた．それぞれの災害対

策項目について，その業務内容・実施時期・

場所等の詳細をデータベースに入力したと

ころ，災害対応の業務内容は，おおむね下記

の項目に集約することができた．初動対応や

教職員・学生等に関する応急対応だけでなく，

復旧復興期においても様々な対応が発生し

ていることがわかる．特に，東日本大震災は

3 月 11 に発生したため，前期の大学入試は終

了していたが，一部の日程の遅い入試や合格

発表等には影響を及ぼした．また，入学式・

卒業式の延期・中止などの措置も見られた． 

 

表 1：東日本大震災時の大学の主な対応 

 

 

これらのデータベースを有効活用する方

法として，「東日本大震災での大学の対応か

ら学ぶための災害対応データベース」機能と

しては，業務内容に応じて，これらの災害対

応事例を参照したり，キーワードによる検索

したりして閲覧することにより，自らの大学

での計画立案に役立てることが考えられる．

可能である。データベースに詳細項目を整理

しておけば，検索してヒットした対応につい

ての，これらのデータベースに格納された詳

対応フェーズ 大学での対応 

初動対応 建物外への緊急避難 

学外への緊急避難 

災害対策本部の設置 

建物・施設被害の把握 

学外との情報連絡 

教職員・学生

等に関する応

急対応 

教職員・学生の安否確認 

学内外の避難者への対応 

救援物資の提供 

炊き出し 

学内の留学生への対応 

ライフラインの途絶への対応 

医療活動 

復旧・復興期

での対応 

被災した学生への対応 

新入生への対応 

学外に向けた情報公開・伝達 

代替キャンパスや施設の手配 

学生によるボランティア活動 

被災地支援の活動 

寄付の呼びかけ 

教職員・学生のメンタルケア 

休講・イベントの変更・中止な

どの措置 

入学式・卒業式に関する措置 

大学入試・大学院入試に関する

措置 

その他 



細情報やテキスト情報などを閲覧すること

も可能である．これらのデータベースを参照

することにより、被災地域外の教職員も東日

本大震災の事例から学び、今後の災害に向け

たより実践的な大学防災の視点を学ぶこと

ができると考えている． 

 

 

図 3 提案する災害対応データベースの 

画面例 
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